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特集／人口減少・環境制約下で持続できるコミュニティ形成
ディスカッション
倉阪秀史：残りの時間を使って、会場の皆さんと意見交換をさせていただけれ
ばと思います。
　それぞれお三方からコメントをいただきまして、ありがとうございました。
大石先生には社会関係資本の二つの型の話、それから人的資本の話の中で若年
層のほうがまだまだものの豊かさを相対的には求めているのではないかという
ような新しい指摘がありました。このあたりは、広井先生が主張されている若
年層に対する社会保障の話と絡めてくると、面白い展開ができるのではないか
と思ってお聞きしていました。それから、ナショナルミニマムの話についても
重要なご指摘をありがとうございました。
　岡部先生には、これだけでブックレットにもう一つ章を書いていただきたい
くらいで、具体的なリアリティに基づくお話をいただきました。この部分があ
ればもっと魅力が増すのではないかと思ってお聞きしていました。
　石井課長には、実際の都市計画のマスタープランをつくる際にどういったこ
とを考えられたのかということをお話しいただきました。特に、いったん計画
した道路をやめるということをされたというのは、私は画期的な試みだという
ふうに思っております。そういったこともプラスの評価として、できれば館山
市の都市計画の評価のあたりに書き加えたいなと思っております。
　これまでずっとお聞きして、質疑の時間とかを取っておりませんので、それ
ぞれご質問がある方から挙手いただいて、そのご質問に答える形で意見交換を
進めていければと思っております。皆さま、いかがでしょうか。ご質問がある
方、挙手をいただければと思います。
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金融政策について
フロア 1：千葉大学大学院のＭ 2です。今は里地・里山のお話が中心だったの
ですが、抜けているもので里海にちょっとチャレンジしようかなということで、
今、論文を書いている最中です。
　この話は、今までの話には出ていなかった問題なのですが、成長部門と持続
部門の二つがあって両方必要だということですが、金融政策はどういうふうに
やればいいのか。成長路線のほうは、今非常に巨大な過剰経済で、金融資本が
ものすごく巨大になって世界を駆け巡って、いろいろ問題も起こしているわけ
です。しかし、持続部門については、それに対抗できるような金融政策があま
りないような気がするのです。一つは地域通貨みたいなものを設けて、できる
だけお金が地域から外に行かないようにすればいいんじゃないかというような
話があるのでしょうが、ものすごく巨大な金融資本の力に踏みつぶされてしま
うのではないかと危惧しています。それに対抗できるような、何か具体的な政
策というのは考えられるのでしょうか。
倉阪：大変重要なご指摘ありがとうございます。地域金融のようなものがちゃ
んと発達をしないと、再生可能エネルギーであったり、あるいはコミュニティ
ビジネスとしての建設業であったり、そういったものが安定的に運営できない
のではないかというふうに思います。
　したがって、お金の流れも変えなければいけません。特に、再生可能エネル
ギーの分野では、そういった地域金融のほうも併せて提言をしていくというよ
うな動きがあります。何でもかんでも郵便貯金にためるのではなくて、地域の
再生可能エネルギーに投資をして、地域で収益を分け合うような、そういった
お金の流れをつくり出さなければいけません。それについても触れなければな
らないと思いました。ありがとうございます。
　この点、何かコメントはありますでしょうか。
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岡部明子：地域金融に関連してちょっと。オーストリアで自発的な、内発的な
地域経済にチャレンジしている小さな自治体の市長さんに話を聞いたときに、
ちょっとそれに関連することがあったので思い出しました。高齢者の人たちは
多くの預貯金を持っていて、それを何に使いたいかというと、子・孫の世代が
自分の地域に戻ってきて住んでもらうことに使いたいんですね、本当は。だけ
ども実際は、グローバル金融の中で、年金もそうですが、非常にリスクのある
形で運用されてしまっている。どうせリスクを共にするのなら、地域とリスク
を共にできるような地域金融を育てて、そこで高齢者の預貯金を運用するとい
う発想です。「地域の高齢者の預貯金を、地域を魅力的にする活動のために融
資することによって、子・孫の世代が戻って住んでいきたいと思うような地域
にする方向を目指したい」というようなお話をされていました。大きくはそう
いう方向がまず必要なのだろうなということが一つですね。
　あともう一つ、全然関係ないことで、思いついたことを言わせていただきま
すと、三井物産戦略研究所の寺島実郎さんとつい 2日前、お話しする機会が
ありました。多摩大学の学長でもいらっしゃいます。そのときに、二地域居住
の話をされていました。それも「生産的に意味のある二地域居住」です。今日
の議論と重ねてみると、成長部門と持続部門に片足ずつを突っ込んだような人
を増やしていくという考え方になるのではないかと思います。そして、サブの
居住する場所でもって持続部門の経済に携わり、平日――それが 3日なのか 4
日なのかわかりませんが――は、成長部門に携わるというようなことが考えら
れるのではないかと。そうした人を中心にお金の動きというのも考えられるの
ではないかと思いました。
倉阪：ありがとうございました。ほかにどういう点でも構いませんので、問題
提起していただければ幸いです。
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地域整備の基準について
フロア 2：私は里海をやっているものですから、東日本の被災の関係で、この前、
宮城県の知事から漁港の整理をするというお達しがあったわけですね。これま
では、里海の海ごとに小さな漁港をつくりまくったということがあるのですが、
今後漁港の整理のようなことが必要なのだろうという主旨だと思うのです。当
然のことながら、つぶされるほうは不満たらたらになると思いますが、これは、
どうやって説明するのか。科学的な基準というのはあるのでしょうか。
　それから、今の館山とも非常に関係するのですが、館山市街地の中心地に拠
点を設けて、そのほかの集落は捨てちゃえばいいというような話ではないと思
いますが、そこはどういうふうに調整しようとしているのでしょうか。何か基
準みたいなものがあるのでしょうか。
倉阪：町をコンパクトに維持するという際の何らかの基準については、前々か
ら似たような議論が繰り返されていますが、石井課長のコメントにも中心市街
地にまとめるという課題があるとのご指摘をいただきました。この点について、
何かコメントをいただければと思います。
石井進一郎：今のお話ですけれども、中心市街地にすべてまとめるというよう
なお話ではなく、館山でも中心市街地と周辺の地区・集落がございます。そこ
には、学校、公民館があり、医療機関等があります。そして、そういったとこ
ろで、一つ一つのコミュニティが成立しております。そのため、中心市街地と
地区・集落の行き来（交流）を何で結ぶか。これについては、自動車への依存
度が高い状況にありますが、公共交通としての既設の路線バスの機能向上やコ
ミュニティ交通の導入にかかわる調整についても検討していく必要性があると
感じます。
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倉阪：ありがとうございます。岡部先生の書かれた中に、館山市の人口は半減
していって、半農半漁の地域コミュニティが維持できなくなっていくのではな
いかという話があったのですが、今のフロアの質問も、そういったものをつぶ
していくのか、それともどうするのかといった問いかけだったと思います。岡
部先生は、どういうふうになれば望ましいとお考えですか。
岡部：冒頭で、漁港の統廃合の話がありました。房総半島全般的ですけれども、
外房はかなり漁協の統廃合は進んでいるけれども、内房側はこれからしなけ
ればならない。ほとんど機能していないような漁協があったりするというので、
今、問題になっているところですよね。
　半農半漁のそうした集落というのは、伝統的な意味では維持できなくなって
いる。それは、大石先生の話でいえば、社会関係資本の結合型のほうの、ボン
ディングのコミュティですね。それは維持できなくなってきているのだけれど
も、幸い館山市という立地は東京に近いものですから、新住民がかなり入って
きていて、そこでもう一つの橋渡し型のコミュニティをうまくつくることがで
きるかもしれません。決して公金を投入しなくても、半農半漁の集落というも
のを、新しい形のコミュニティとして維持できるのではないか。そういうポテ
ンシャルを持っているのではないかというふうに思っています。
　私がかやぶきの家でやろうとしていることも、そういう新しい形の社会関係
資本をつくることのお手伝いです。決して、その集落の一員になってしまおう
ということを目指しているわけではなくて、ちょっと住んでみたりはしている
んですけれども、すっかり同化するというつもりはなくて、新しい社会関係資
本ができれば、館山市の場合は自律的に持続する可能性があるのではないかと
思うんです。
　ただ、人口減少局面では、マクロ的にみると、集落のリストラであるとか、
市街地のリストラが不可避なのも事実です。リストラとは、人員削減のときに
使われる言葉と同じですね。しかし、営利企業のリストラと異なり、何らかの
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基準を持って短期間に、居住地のリストラを行うのは現実的ではないと、私は
思っています。複数世代にわたる長期で、ゆるやかに結果的にリストラが進む
と考えています。今、石井課長がおっしゃったように、新しいところに新しい
家を建てる方がいらっしゃいます。そういう人たちがせめて中に戻ってきて、
空洞化を防ぐようにしていくということが、まず現実的な一つの政策ですね。
　でも、それでは対処できない、間に合わない。人口減少が進んできてもっと
ひどい状態になると何が起こるかというと、ここを捨てるという判断はなくて、
ここを救うという判断を出すことになるのですね。デトロイトはそういう状態
です。50年で人口が半減して、黒人と白人の人口比率が逆転して、1：9が 9：
1と、黒人が 9割になりました。毎晩、発砲事件が 17件起き、死者も複数出
るというような状況です。そうすると、救えるところをある基準に選ぶ。どうも、
そういう方針になっています。救えるところが、まずいところと近接している
ところを集中的に救おうとする。それ以外は何もしないで見捨てるというよう
なことが、現実には起こってくるのです。そうなる前に、何らかの形で、それ
ぞれの地域に合った形で、新しい形の社会関係資本をつくって、救えるところ
は救うし、あるいは今、石井課長がおっしゃったような、複数世代で何とか乗
り越えられる、うまく再編が進むような方向に持って行くべきではないかと思
います。
倉阪：ありがとうございます。私がちょっと言った千枚田の保全というのも都
市住民を引き込んで、それで保全をしているわけです。そういった関係性が、
館山であれば、南房総であればできるのではないか。そういったご指摘ですね。
人口構成の適切性、持続可能性評価、地域の内需
フロア 3：先ほど、岡部先生がおっしゃった、どこに、どれだけの人が張り付
いていればいいのかというのは、私はものすごく前から問題意識として持って
いました。例えば、政策指標の中に人口構成の適切性の方向を見るという指標
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があるのですが、これを指標として見たときに、もし「適切性が低い」と評価
された場合は、具体的にはどのような今後の政策が打ち出されてくるのでしょ
うか。例えば、人口構成が不適切な場合に、具体的にどのような政策が地方自
治体レベルで可能なのだろうかというのを、もし、イメージとしてありました
らお聞かせください。
　二つ目は、この持続可能性評価というものでこれまでの政策を評価してみた
らどうなるのでしょうか。ある自治体とかでこれまでの政策をこういう指標で
評価したというようなものはあるのでしょうか。もし評価した場合に、今後、
どんな政策を打ち出していくべきかというような政策展開にどのように反映さ
れていくのでしょうか。政策のプロセスのイメージを伺いたいと思います。
　最後に、ものすごく漠然としているのですが、内需のお話を倉阪先生がお話
しされていました。ごくごく普通に「内需」と言った場合は、国レベルでの内
需というのが僕のイメージなのですが、成長部門と持続部門に関しては、持続
部門というのは、まず地方自治体が主体的に取り組むべきだというお話だった
と思います。では、地方自治体レベルでの内需というものに対して、自治体と
してどのように関われるのだろうかと思いました。先ほど岡部先生が言われて
いたように、トータルケアというようなイメージを持つと、あまり金銭的な「儲
かりますよ」というようなものでもないし、もちろん人口は減っていくわけで
すから、何か強力な金銭的な内需の下支えというものとトータルケアとは直接
結び付かないと思います。地方自治体のローカルな労働集約型の内需に関して、
産業構造や人々の職業のあり方は今とどんなふうに変わっているのだろうかと
いうところが、倉阪先生や岡部先生にイメージとしてありましたら教えてくだ
さい。
倉阪：では、私のほうから。まず、持続可能性評価のところですが、宮脇先生
が担当されているところですけれども、若干ずれているところが正直あります。
人口が減少していたらマイナス評価というような項目もあったりしており、そ
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の点を改善するためにブックレット第 8章で新しい指標を提案しています。こ
の持続可能性評価というのは、私の全体の位置付けの中では、既存の政策を見
てみて「既存の政策には、こういったところがやっぱり抜けているよ」という
ことを指摘するために活用するものであり、そこから直接政策展開をするのは、
なかなか難しいかなと思っています。
　内需についてはおっしゃるとおりですね。金銭的な下支えの話にするとなか
なか出て来ないと思います。ただし、例えば労働者雇用形態みたいな、そういっ
た実物レベルでの指標ということまで持って行けば、ある程度そこで暮らして
いる人、たくさん収入を得ているわけではないけれどもずっとそこで暮らして
いる人が増えていくというイメージが持てると思います。
　岡部先生、人口構成の話とか、コメントがあれば。
岡部：この持続可能性指標に関しては、今の既成の政策評価を適用したらこう
なるというのが宮脇先生の担当部分ですので、今、倉阪先生がおっしゃったと
おりです。私が倉阪先生の政策への――まだはっきりとは見えてはいないので
すが――方向性として一つ疑問に思っているところは、成長部門ではなく「持
続部門のほうは、地方自治体が主体になっていて、政策の担い手になる」とい
うことが、どこまで現実的かという問題です。
　というのは、EUの今のガバナンスのしくみを見ていると、下位ほど開発志
向なんですね。どうせ隣町にショッピングセンターができるなら自分の町に欲
しいよということになるわけです。他方、地方分権化されて権限が下位の自治
体にある状況の中で、国と基礎自治体の中間にはさまっているところは役割を
失っているわけです。県に相当する中間自治体が調整役に入って、要するにそ
の成長部門の圧力を牽制して、持続部門とのバランスを取る役割を、上位の自
治体がやっている場合が多いのです。さらに広域的に見たものを国がやり、で
も国はやはり国としてのインフラ整備に関心があったりしますから、それをま
たさらに牽制するのが EUの役割なので、より環境保全志向、持続的志向なの
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が上位の自治体であるのが現実です。
　これは、日本でも地方分権が徹底してくると、本当に地方が自主的にさまざ
まな政策を取るようになると、同じことが起きると思います。だけれども、確
かに倉阪先生がおっしゃるとおりで、地域の持続部門のケアというのは、やは
り身近な自治体でしかできない部分がある。それは地域によって違ってくる。
例えば、イタリア中部で、前は甘藷畑だったのが、EUの政策で再生可能エネ
ルギー作物への転作で補助金が付くため、ひまわり畑に替わり、風景ががらっ
と変わってしまったなどということが起きるわけです。そういうのはやはり地
域、地方自治体でなければできないことです。そこですよ。それをどう、本当
にできるのかなというのが、私が疑問に思っていることです。
倉阪：わかりやすい指標をつくって、私の永続地帯指標と同じように比較可能
な形でランキングができれば、かなり変わってくるかなというふうには思いま
す。それだけでやるわけではなく、国の政策も当然必要ですけれどもね。
　時間になってしまいましたので、引き続きいろいろ議論をしていきたいので
すが、ディスカッションを終わりにしたいと思います。どうも皆さん、ありが
とうございました。
